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確定係数による算定について 

 

 確定係数による算定の主な特徴は、下記のとおりである。 
 

１ ３０年度保険料 

（１）医療給付費の推計 

  ・診療報酬のマイナス改定を受けて、医療給付費の推計値を修正。 

診療報酬改定率 
０．９８８１ 

（▲1.19％） 

 

（２）公費の拡充 

  ・全国約 1,600 億円の内訳が示された。 

 本県への配分額 一人当たり公費拡充額 

国普通調整交付金 １４億円 ▲９５０円 

国特別調整交付金（県分） ７億円 ▲５００円 

保険者努力支援交付金（県分） ２２億円 ▲１，５００円 

保険者努力支援交付金 

 (市町村分) 
１７億円 ▲１，１３０円 

暫定措置（激変緩和措置分） １５億円 ▲１，０６０円 

計 ７５億円 ▲５，１４０円 

   ※ 公費拡充分とは別枠で、追加激変緩和として国特別調整交付金５億円が 

配分されている。 

   ※ 追加公費のうち、精神・非自発的失業（全国約 100 億円）分は、算定に  

含めてない。 
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２ 激変緩和措置 

（１）一定割合の設定 

   ３０年度保険料と２８年度保険料（理論値）を比較して、県平均の伸び

率（自然増）が＋０．８％となったため、一定割合を２．８％に設定して

激変緩和措置を講じた。 

一定割合の設定 
２．８％ 

（自然増［0.8％］＋１年当たり１％×２年［2％］） 

 

（２）激変緩和の財源 

  ・下記の財源を活用して、一定割合以下に抑えるよう対応。 

暫定措置 
１５億円 

（全国 300億円） 

追加激変緩和 
５億円 

（全国 100億円） 

特例基金 ５億円 

県繰入金 
７０億円 

（2.2％相当額） 

計 ９５億円 

 



保険料を比較する「理論値」について（イメージ図）

○ 「理論値」は、下記項目の合計額を、被保険者数で除して計算。
・保険料（税）収納額
・決算補填等目的の法定外繰入（単年度黒字分を控除して加算）
・財政調整基金からの取崩し及び前年度繰越金（単年度赤字分を上限に加算）
・低所得者に対する保険料の軽減分（収納率を加味して加算）
・前期高齢者交付金等の精算について、２８年度の確定金額により計算。

※ 精算分は、２８年度会計で処理した２６年度分精算による増減額を含めない。

○ 各市町村の財政投入がないものとして、比較した。

１０１，１３１円（県平均）

１００，３４０円（県平均）

　 4,448円

　 1,145円

　85,176円

　 9,571円
Ｈ３０確定係数による算定
＜791円増 (0.8％増)＞

 Ｈ２８保険料（理論値）

低所得者に対する

保険料の軽減

保険料収納額

（実際の保険料）

（
県
平
均
、
５
，
５
９
３
円
）

補助金

対応

主に、決算補填等

目的の法定外繰入

財政調整基金

からの繰出し
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